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研究要旨 

健康寿命の延伸が目的である健康日本21の中で社会生活機能低下の低減は重要であり、その具体
的なアプローチとしてメタボリック・シンドローム（メタボ）を中心とする生活習慣病やロコモ
ティブシンドローム（ロコモ：運動器症候群）への対策が挙げられている。メタボとロコモは壮
年期以降の健康に影響する要因であり、臨床的には肥満者において変形性膝関節症が多くみられ
るなど、両者の間には一定の関係性があると考えられる。しかし、これまで両者を結びつけたエ
ビデンスや連動させた対策は確立していない。本研究ではロコモの概念整理と評価法を確立する
ことで、メタボと関連付ける基盤を構築した。また同時に、コホート調査によってメタボとロコ
モの関連性を検討した。本研究の成果として、１）活動量と運動器疾患に関するシステマティッ
クレビュー、２）生活習慣病対策中に生じる腰・膝痛への対策マニュアル作成、３）ロコモの概
念整理、評価方法整備、活用方法提案、４）フィールドデータによるロコモとメタボの関連性エ
ビデンスの蓄積、が得られた。 
 特にロコモの評価法として、「2ステップテスト」「立ち上がりテスト」「ロコモ25質問票」がロ
コモ度テストとして提唱され、ロコモを移動機能の低下として捉える方向性が明確となった。同
時にフィールドでのデータにおいて要介護となった群と、健常な高齢者との比較が行われロコモ
度テストにおいて境界となる値を臨床判断値として提唱できる可能性が示唆された。また、本研
究を通じて、メタボ対策中に生じる運動器の痛みに対する指導パンフレットが作成された。本人
が自宅でできる対応策と医療機関へ行くタイミングを明示することで効率の良い対策が勧められ
ると期待できる。 
 本研究の成果によってロコモは数値として取り扱えることとなった。今後、ロコモ度テストの
臨床判断値が提唱され運用法が確立することで、ロコモの判断や対応が明確になり、さまざまな
エビデンス構築につながると期待される。また同時に、本研究で示されたロコモとメタボの関連
性を重視し、活動量が健康対応策の中核的な目標となっていくことも期待される。 
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Ａ．研究背景 
 健康日本21の中で健康寿命の延伸が目標
として掲げられ、疾患による死亡率の低減と
ともに転倒・骨折、認知症による社会生活機
能低下の低減が健康政策の中で重要となっ
ている。その具体的なアプローチとしてメタ
ボリックシンドローム（メタボ）を中心とす
る生活習慣病、ロコモティブシンドローム
（ロコモ：運動器症候群）、低体力への対策
が考えられる。 
生活習慣病の予防については、メタボの名称
は広く国民に浸透しており、同時に適切な食



 

 

生活と運動習慣の重要性について一定の認
識が得られていると考えられる。しかし、実
際に運動習慣を取り入れることが必ずしも
容易でない場合が多い。生活習慣病予防のた
めの身体活動・運動を阻害する要因として、
社会的要因と身体的要因があげられる。社会
的要因としては、低収入、長い就労時間、社
会支援の欠如などがあげられている。一方、
身体的要因としては運動器の痛みや機能低
下が関係すると言われている。国民生活基礎
調査では、腰や手足の痛みを訴える者が、長
年上位を占め、有訴者数のみならず受診者数
も年々増加している（平成22年国民生活基礎
調査・世帯員の健康状況）。これらの運動器
の問題は、近年では運動器症候群：ロコモテ
ィブシンドローム（ロコモ）と定義され、社
会生活機能、自立度、生活の質の低下の要因
であることが疫学研究で示されている。一方
で、運動器の問題は体重が重く足腰に負担が
かかる肥満者において好発し、肥満者の減量
や糖尿病患者の血糖コントロールのための
身体活動・運動習慣を阻害する要因としても
注目される。我々が実施した1年間の減量の
ための介入研究では、研究からの脱落を引き

起こすほど深刻な事故や運動器の問題は発
生しなかったが、238名の肥満者のうち17％
が軽微な足腰の痛みや不調を訴えた（宮地元
彦ほか., Prog Med, 2010）。 
 平成20年度から始まった特定健診・保健指
導において、メタボに焦点を当てた生活習慣
病の重症化予防対策が進められているが、保
健指導の参加や継続に、膝や腰の痛み、筋力
や関節機能低下などのロコモがどの程度関
係するかについては十分に明らかになって
いない。また、ロコモに該当する者あるいは
保健指導の途中で運動器の問題が起こった
者に対し、どのような対策を取り、運動支援
を提供するべきかに関するエビデンスは十
分と言えない。また、ロコモの一次予防のた
めの身体活動のあり方についてもほとんど
エビデンスがない。 
 そこで、本研究では特定保健指導のフィー
ルドならびに既存の疫学コホートを活用し、
生活習慣病予防のための身体活動・運動の実
施と運動器の痛みの発現や緩和に関するデ
ータを収集すると同時に、生活習慣病予防を
阻害する要因としてのロコモに対する、具体
的な対策の確立を目的とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

健康寿命・介護予防を阻害する３大因子

内臓脂肪症候群
メタボリックシンドローム（メタボ）

運動器症候群
ロコモティブシンドローム（ロコモ）

認知症

疼痛 筋力低下バランス障害 可動域制限

移動機能低下

軟骨変性 神経変性 骨粗鬆症 筋肉変性
（サルコペニア）

要介護

活動量

糖代謝
異常

肥満

高血圧

心疾患・脳卒中

脂質代謝
異常

動脈硬化

本研究の背景：メタボとロコモを関連付けた体系を構築する必要がある。 



 

 

Ｂ．研究方法 
本研究の特色 
 本研究は都市部と佐久市の二か所に大規
模なコホートフィールドを持ち、そこから得
られる横断・縦断データをもとにメタボとロ
コモの関連性についての知見が得られるよ
う整備されている。また、ロコモとメタボに
かかわる複数の専門家を研究班に含み、健康
管理における両者の関わりをフィールドデ
ータに基づき議論し、同時にそれをフィール
ドに還元しうる体制をとっている。 
 
Ｃ．研究結果 （個別の詳細は各分担報告を
参照） 
 
本研究の成果 
 本研究の成果は以下の4項目に大別される 
１）活動量と運動器疾患に関するシステマテ
ィックレビュー 
２）生活習慣病対策中に生じる腰・膝痛への
対策マニュアル作成 
３）ロコモの概念整理、評価方法整備、活用
方法提案 
４）フィールドデータによるロコモとメタボ
の関連性エビデンスの蓄積 
 
１）活動量と運動器疾患に関するシステマテ
ィックレビュー 
システマティックレビューの範囲 
 身体活動と体力が死亡、運動器障害、認知
症の発症リスクと関係するかについて検討
した前向き観察研究を検索し、最終的に 36
編の論文を選択しメタ解析を行った。 
 
システマティックレビューからの知見 
運動器障害や認知症のリスク低下が期待さ
れる身体活動量や体力は以下の通り。 
・3 メッツ未満も含む強度を問わない身体活
動を 10メッツ・時/週（横になったままや座
ったままにならなければどんな動きでもよ
いので、身体活動を毎日 40分） 
・余暇身体活動を４メッツ・時/週（散歩や軽
い体操および外出などを 1日 10-15分） 
・高齢者の握力で男性 38kg 重、女性 23kg
重、また、歩行速度 74m/分。 
 
従って、こうした値を目標とした身体活動の
増加や体力向上の方策検討が生活習慣病と
運動器疾患の対策に重要であることが示唆
された。 
 
 

２）生活習慣病対策中に生じる腰・膝痛への
対策マニュアル作成 
マニュアル作成の概要 
 松平らによって本研究班の活動を通じて、
腰・膝痛に対するマニュアルが作成された
（参考資料１，２）。 
制作においての留意点 
・当事者自身で、あるいは保健師の指導によ
って対応できる痛みか、医療機関を受診すべ
き痛みかを区別することで、受診の遅れによ
る症状悪化を防ぐことに留意した。 
・腰については骨格・体系や日常生活での姿
勢によって対処方法が異なる場合が想定さ
れる。そこで、腰椎の過伸展型と屈曲型に大
別して、それぞれに対して対応マニュアルを
作成した。 
 
３）ロコモの概念整理、評価方法整備、活用
方法提案 
ロコモの概念整理 
 ロコモが提唱された時点では、その定義と
して「運動器の障害によって介護のリスクが
高まった状態あるいは実際に介護になった
状態」とされていた。これは要介護者の急増
が今後予想される大きな問題であることを
踏まえたものであった。本研究の初期解析を
行う過程において、メタボのため特定検診を
受診する50歳代を中心とする世代において、
運動器の症状・障害とメタボの背景となる代
謝疾患の間には因果関係が存在することが
示唆され、こうした世代に対しても運動器の
健康維持と、適度な運動習慣の啓発が必要で
あることが明らかとなった。介護保険のデー
タによると要介護申請が増えるのは 75 歳以
降であり、50歳代が近未来の要介護リスクを
負っているとは言い難く、上記のロコモの定
義を修正することが妥当と考えられた。 
 
「立つ」「歩く」から構成される「移動機能」 
 厚生労働省資料によると、介護申請をする
直接の原因については一定の傾向があり、最
初に問題となるのが立ち上がりの困難感、つ
いで歩行の困難感が生じ、さらに悪化した場
合に日常生活に支障が出ている。また阿久根
らは地域住民を対象とした大規模コホート
調査「ROAD study」の縦断的解析から 4年
間の観察期間の中で、介護未申請だった人が
申請するにいたるリスク因子として、「歩行
速度の低下」「椅子 5 回立ち上がり時間の遅
延」を挙げている。この 2つの知見はいずれ
も要介護にいたる要因として「立つこと」「歩
くこと」の重要性を示すものであり、本研究



 

 

班ではこれらをまとめて「移動機能」として、
以下のようにロコモを再定義した。
「運動器の機能低下によって、移動機能が低
下した状態」
 
ロコモ度テストの提案
 概念整理によってロコモのスクリーニン
グには移動機能の評価が妥当であることと
なり、引き続き具体的なスクリーニング法の
設定を行った。研究班ではロコモの尺度とし
て「立つ」機能を測る尺度として「立ち上が
りテスト」、「歩く」機能を測る尺度として「
ステップテスト」を採択した。またこうした
機能テストのほかに運動器障害の特徴であ
る、疼痛や自覚的不具合を評価するため、す
でに妥当性が報告されているロコモ
択した。これら
スト」としてロコモを評価するスクリーニン
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ロコモ度テストの活用方法の提案
 尺度が決まると次に基準値の設定と、その
値によって行われた判別に対する対処方法
の設定が求められる。前述のとおり、「立つ」
「歩く」機能は要介護移行のリスクを評価し
うる項目であるが、実際にどの程度の機能レ
ベルを判定の基準にすべきかは必ずしも一
義的に決まるものではない。
 当研究班では村永らの調査フィールドに
おいて、比較的健康で自立した生活を送って
いる人間ドックを利用する中・高齢者（健常
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ロコモの概念：移動機能を軸に評価し、対処法に結び付けるのが特徴
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概念整理によってロコモのスクリーニン
グには移動機能の評価が妥当であることと
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を採
つのテストは「ロコモ度テ

スト」としてロコモを評価するスクリーニン

グセットとして提案された。
その後、日本整形外科学会、日本運動器科学
会との協力によって一般人口
る横断調査が行われた。その調査結果は緒方
らによって解析され、
相関関係を示すものの、相関係数は低く、移
動機能障害を
いることが示された。また、いずれのテスト
も
いていずれのテストも、「天井効果」「床効果」
を示すことなく被験者の状態を反映するこ
とが確認された。
こうした結果を踏まえ、
形外科学会からロコモ度テストが発表され、
ロコモの評価に利用することが推奨された。
間接的ではあるが、当研究班の成果の一環に
位置付けられるものである。

尺度が決まると次に基準値の設定と、その
値によって行われた判別に対する対処方法
の設定が求められる。前述のとおり、「立つ」
「歩く」機能は要介護移行のリスクを評価し
うる項目であるが、実際にどの程度の機能レ
ベルを判定の基準にすべきかは必ずしも一

当研究班では村永らの調査フィールドに
おいて、比較的健康で自立した生活を送って
いる人間ドックを利用する中・高齢者（健常

群：約
受けた高齢者（要介護群：約
でロコモ度テ
行った。その結果、
ップテストの値は
こと、立ち上がりテストでは
が困難な人であることが明らかとなった。ま
た、ロコモ
いることも明らかとなった
 

ロコモの概念：移動機能を軸に評価し、対処法に結び付けるのが特徴

グセットとして提案された。
その後、日本整形外科学会、日本運動器科学
会との協力によって一般人口
る横断調査が行われた。その調査結果は緒方
らによって解析され、
相関関係を示すものの、相関係数は低く、移
動機能障害を
いることが示された。また、いずれのテスト
も 40歳代から
いていずれのテストも、「天井効果」「床効果」
を示すことなく被験者の状態を反映するこ
とが確認された。
こうした結果を踏まえ、
形外科学会からロコモ度テストが発表され、
ロコモの評価に利用することが推奨された。
間接的ではあるが、当研究班の成果の一環に
位置付けられるものである。

群：約 1500名）、そして要介護認定を新規に
受けた高齢者（要介護群：約
でロコモ度テ
行った。その結果、
ップテストの値は
こと、立ち上がりテストでは
が困難な人であることが明らかとなった。ま
た、ロコモ 25
いることも明らかとなった
 

ロコモの概念：移動機能を軸に評価し、対処法に結び付けるのが特徴

グセットとして提案された。
その後、日本整形外科学会、日本運動器科学
会との協力によって一般人口
る横断調査が行われた。その調査結果は緒方
らによって解析され、3 つのテストは相互に
相関関係を示すものの、相関係数は低く、移
動機能障害を3つの異なる視点からとらえて
いることが示された。また、いずれのテスト
歳代から 70歳代までの幅広い年代にお

いていずれのテストも、「天井効果」「床効果」
を示すことなく被験者の状態を反映するこ
とが確認された。 
こうした結果を踏まえ、
形外科学会からロコモ度テストが発表され、
ロコモの評価に利用することが推奨された。
間接的ではあるが、当研究班の成果の一環に
位置付けられるものである。

名）、そして要介護認定を新規に
受けた高齢者（要介護群：約
でロコモ度テストと、実際の自立度の評価を
行った。その結果、要介護となる人の
ップテストの値は 1.0前後かそれ以下である
こと、立ち上がりテストでは
が困難な人であることが明らかとなった。ま

25の点数も 16
いることも明らかとなった
 

 

ロコモの概念：移動機能を軸に評価し、対処法に結び付けるのが特徴

グセットとして提案された。 
その後、日本整形外科学会、日本運動器科学
会との協力によって一般人口 777 名に対す
る横断調査が行われた。その調査結果は緒方

つのテストは相互に
相関関係を示すものの、相関係数は低く、移

つの異なる視点からとらえて
いることが示された。また、いずれのテスト

歳代までの幅広い年代にお
いていずれのテストも、「天井効果」「床効果」
を示すことなく被験者の状態を反映するこ

こうした結果を踏まえ、2013 年春に日本整
形外科学会からロコモ度テストが発表され、
ロコモの評価に利用することが推奨された。
間接的ではあるが、当研究班の成果の一環に
位置付けられるものである。 

名）、そして要介護認定を新規に
受けた高齢者（要介護群：約 50 名）の双方

ストと、実際の自立度の評価を
要介護となる人の
前後かそれ以下である

こと、立ち上がりテストでは 30cm両足立ち
が困難な人であることが明らかとなった。ま

16点を大きく超えて
いることも明らかとなった（次ページ参照）。
  

 

ロコモの概念：移動機能を軸に評価し、対処法に結び付けるのが特徴 

その後、日本整形外科学会、日本運動器科学
名に対す

る横断調査が行われた。その調査結果は緒方
つのテストは相互に

相関関係を示すものの、相関係数は低く、移
つの異なる視点からとらえて

いることが示された。また、いずれのテスト
歳代までの幅広い年代にお

いていずれのテストも、「天井効果」「床効果」
を示すことなく被験者の状態を反映するこ

年春に日本整
形外科学会からロコモ度テストが発表され、
ロコモの評価に利用することが推奨された。
間接的ではあるが、当研究班の成果の一環に

名）、そして要介護認定を新規に
名）の双方

ストと、実際の自立度の評価を
要介護となる人の 2ステ
前後かそれ以下である

両足立ち
が困難な人であることが明らかとなった。ま

点を大きく超えて
（次ページ参照）。 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

こうした横断調査の結果から、本研究班とし
て近い将来に要介護移行のリスクを持つ「ハ
イリスク群」をスクリーニングによって抽出
するためには、上記の値の少し手前の数値、

2ステップテスト

立ち上がりテスト

ロコモ

こうした横断調査の結果から、本研究班とし
て近い将来に要介護移行のリスクを持つ「ハ
イリスク群」をスクリーニングによって抽出
するためには、上記の値の少し手前の数値、

ステップテスト

立ち上がりテスト

ロコモ 25質問票

こうした横断調査の結果から、本研究班とし
て近い将来に要介護移行のリスクを持つ「ハ
イリスク群」をスクリーニングによって抽出
するためには、上記の値の少し手前の数値、

ステップテスト 

立ち上がりテスト 

質問票 

こうした横断調査の結果から、本研究班とし
て近い将来に要介護移行のリスクを持つ「ハ
イリスク群」をスクリーニングによって抽出
するためには、上記の値の少し手前の数値、

こうした横断調査の結果から、本研究班とし
て近い将来に要介護移行のリスクを持つ「ハ
イリスク群」をスクリーニングによって抽出
するためには、上記の値の少し手前の数値、

すなわち、
上がりテストで両足
トで

すなわち、2ステップテストで
上がりテストで両足
トで16点以上が目安になると考える。
さらに、ロコモ度テストで評価した移動機

ステップテストで
上がりテストで両足20㎝不可、ロコモ
点以上が目安になると考える。
ロコモ度テストで評価した移動機

ステップテストで1.1未満、立ち
㎝不可、ロコモ

点以上が目安になると考える。
ロコモ度テストで評価した移動機

未満、立ち
㎝不可、ロコモ25テス

点以上が目安になると考える。 
ロコモ度テストで評価した移動機

 



 

 

能と実際の状況を対比させるために、杖等の
歩行補助具の使用有無と
結果(下図）をみると、要介護者の中で
ップの値が
具を必要とするケースが増え、重症化ととも
に補助具の内容も変化していく様子がうか
がえる。すなわち、ロコモ度テストは要介護
レベルの高齢者の悪化あるいは改善を捉え
る指標にもなりうることが期待される。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 また、一方で壮年期においてもロコモ度テ
ストによって、運動器の機能について評価が
可能であった。
年期世代においても年齢に伴い低下傾向を
示しており、このテストが幅広い年齢におい
て良好な感度を持ってその移動機能を反映
することを裏付けている。一方、立ち上がり
テストにおいては片脚立ち施行と両脚立ち
施行の境界にあたる、「
脚立ち」が可能であるかが、被験者にとって
も自重をイスから持ち上げる能力として分
かりやすい水準となっている。
てはさらにレベルの高い
能な人も多く、
立ち上がり機能を捉えていることが分かる。
また、ロコモ
る傾向が見られ、
るものが、
ることが明らかとなった。このようにロコモ
度テストの結果は
低下がはじまっていることを示している。
こうした要介護のリスクが直近にない世
代に対しても、運動器の健康維持への意識付
けは重要と考えられる。今後は、専門家から
見て注意すべき運動器機能のレベルに応じ
てロコモ度テストの値が設定される見込み
である。このようにして、ロコモ度テストは
壮年期の要注意ラインと、介護予防ラインの
2 つの臨床判断値を持つことが見込まれる
（下図）。

 歩行補助具と

能と実際の状況を対比させるために、杖等の
歩行補助具の使用有無と
下図）をみると、要介護者の中で

ップの値が1.0を下回ると何らかの歩行補助
具を必要とするケースが増え、重症化ととも
に補助具の内容も変化していく様子がうか
がえる。すなわち、ロコモ度テストは要介護
レベルの高齢者の悪化あるいは改善を捉え
る指標にもなりうることが期待される。

また、一方で壮年期においてもロコモ度テ
ストによって、運動器の機能について評価が
可能であった。2 ステップテストの結果は壮
年期世代においても年齢に伴い低下傾向を
示しており、このテストが幅広い年齢におい
て良好な感度を持ってその移動機能を反映
することを裏付けている。一方、立ち上がり
テストにおいては片脚立ち施行と両脚立ち
施行の境界にあたる、「
脚立ち」が可能であるかが、被験者にとって
も自重をイスから持ち上げる能力として分
かりやすい水準となっている。
てはさらにレベルの高い
能な人も多く、40-60
立ち上がり機能を捉えていることが分かる。
また、ロコモ 25の点数は
る傾向が見られ、60
るものが、70 歳代になると
ることが明らかとなった。このようにロコモ
度テストの結果は50
低下がはじまっていることを示している。
こうした要介護のリスクが直近にない世
代に対しても、運動器の健康維持への意識付
けは重要と考えられる。今後は、専門家から
見て注意すべき運動器機能のレベルに応じ
てロコモ度テストの値が設定される見込み
である。このようにして、ロコモ度テストは
壮年期の要注意ラインと、介護予防ラインの
つの臨床判断値を持つことが見込まれる
（下図）。 

歩行補助具と 2ステップテスト値

能と実際の状況を対比させるために、杖等の
歩行補助具の使用有無と2ステップテストの
下図）をみると、要介護者の中で
を下回ると何らかの歩行補助

具を必要とするケースが増え、重症化ととも
に補助具の内容も変化していく様子がうか
がえる。すなわち、ロコモ度テストは要介護
レベルの高齢者の悪化あるいは改善を捉え
る指標にもなりうることが期待される。

また、一方で壮年期においてもロコモ度テ
ストによって、運動器の機能について評価が

ステップテストの結果は壮
年期世代においても年齢に伴い低下傾向を
示しており、このテストが幅広い年齢におい
て良好な感度を持ってその移動機能を反映
することを裏付けている。一方、立ち上がり
テストにおいては片脚立ち施行と両脚立ち
施行の境界にあたる、「40cmの高さからの片
脚立ち」が可能であるかが、被験者にとって
も自重をイスから持ち上げる能力として分
かりやすい水準となっている。40
てはさらにレベルの高い 30cm

60 歳代において、鋭敏に
立ち上がり機能を捉えていることが分かる。

の点数は 70歳代から上昇す
60 歳代までは
歳代になると 8

ることが明らかとなった。このようにロコモ
50-60歳代から運動機能の

低下がはじまっていることを示している。
こうした要介護のリスクが直近にない世
代に対しても、運動器の健康維持への意識付
けは重要と考えられる。今後は、専門家から
見て注意すべき運動器機能のレベルに応じ
てロコモ度テストの値が設定される見込み
である。このようにして、ロコモ度テストは
壮年期の要注意ラインと、介護予防ラインの
つの臨床判断値を持つことが見込まれる

ステップテスト値

能と実際の状況を対比させるために、杖等の
ステップテストの

下図）をみると、要介護者の中で2ステ
を下回ると何らかの歩行補助

具を必要とするケースが増え、重症化ととも
に補助具の内容も変化していく様子がうか
がえる。すなわち、ロコモ度テストは要介護
レベルの高齢者の悪化あるいは改善を捉え
る指標にもなりうることが期待される。 

また、一方で壮年期においてもロコモ度テ
ストによって、運動器の機能について評価が

ステップテストの結果は壮
年期世代においても年齢に伴い低下傾向を
示しており、このテストが幅広い年齢におい
て良好な感度を持ってその移動機能を反映
することを裏付けている。一方、立ち上がり
テストにおいては片脚立ち施行と両脚立ち

の高さからの片
脚立ち」が可能であるかが、被験者にとって
も自重をイスから持ち上げる能力として分

40歳代におい
30cm片足立ちが可
歳代において、鋭敏に

立ち上がり機能を捉えていることが分かる。
歳代から上昇す

歳代までは 6 点台であ
8 点を越えてく

ることが明らかとなった。このようにロコモ
歳代から運動機能の

低下がはじまっていることを示している。
こうした要介護のリスクが直近にない世
代に対しても、運動器の健康維持への意識付
けは重要と考えられる。今後は、専門家から
見て注意すべき運動器機能のレベルに応じ
てロコモ度テストの値が設定される見込み
である。このようにして、ロコモ度テストは
壮年期の要注意ラインと、介護予防ラインの
つの臨床判断値を持つことが見込まれる

ステップテスト値 

 

能と実際の状況を対比させるために、杖等の
ステップテストの

ステ
を下回ると何らかの歩行補助

具を必要とするケースが増え、重症化ととも
に補助具の内容も変化していく様子がうか
がえる。すなわち、ロコモ度テストは要介護
レベルの高齢者の悪化あるいは改善を捉え

 

また、一方で壮年期においてもロコモ度テ
ストによって、運動器の機能について評価が

ステップテストの結果は壮
年期世代においても年齢に伴い低下傾向を
示しており、このテストが幅広い年齢におい
て良好な感度を持ってその移動機能を反映
することを裏付けている。一方、立ち上がり
テストにおいては片脚立ち施行と両脚立ち

の高さからの片
脚立ち」が可能であるかが、被験者にとって
も自重をイスから持ち上げる能力として分

歳代におい
立ちが可

歳代において、鋭敏に
立ち上がり機能を捉えていることが分かる。

歳代から上昇す
点台であ
点を越えてく

ることが明らかとなった。このようにロコモ
歳代から運動機能の

低下がはじまっていることを示している。 
こうした要介護のリスクが直近にない世
代に対しても、運動器の健康維持への意識付
けは重要と考えられる。今後は、専門家から
見て注意すべき運動器機能のレベルに応じ
てロコモ度テストの値が設定される見込み
である。このようにして、ロコモ度テストは
壮年期の要注意ラインと、介護予防ラインの
つの臨床判断値を持つことが見込まれる

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
法は日本整形外科学会から示されていない
が、方向性として図に示すように比較的早期
に移動機能低下をとらえ注意を促すライン
と、要介護予防にむけた積極的な介入が推奨
されるハイリスク群をとらえるラインの二
つの基準が想定される。本研究班の成果とし
て日本整形外科学会のロコモ度テスト基準
値設定の研究班に対し、後者のラインに関す
る提言を行った。
 
 
４）フィールドデータによるロコモとメタボ
の関連性エビデンスの蓄積
 
病理
複合臓器によるシステムとしての生理機能
の障害
ベントの発生
で共通している。実際の症例において肥満、
過度な痩せといった代謝異常と運動機能が
しばしば関連していることは旧知のことで
あるが、実際にどの階層で両者が影響を及ぼ
しあっているのかについてはいまだ体系化
はされていない。本研究ではフィールドデー
タに基づいてメタボとロコモを関連性につ
いてのエビデンスを収集した。一連の作業を
通じて、ロコモとメタボの関連性を明らかに
するとともに今後の課題を示すことを試み
た
 
活動量と痛み
 
調査の結果から、手足の痛みや腰痛の新規発
生に対する危険因子として、歩行速度の低下
や不十分な運動習慣が同定された。また、国
立健康・栄養研究所にて実施された
を対象とした大規模介入研究において、腰痛
の発生率が高い非活発群（身体活動基準
23METs/h/week
体活動に介入することで腰痛の発生率を下
がる結果を見出している。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 現時点でロコモ度テストの正式な活用方
法は日本整形外科学会から示されていない
が、方向性として図に示すように比較的早期
に移動機能低下をとらえ注意を促すライン
と、要介護予防にむけた積極的な介入が推奨
されるハイリスク群をとらえるラインの二
つの基準が想定される。本研究班の成果とし
て日本整形外科学会のロコモ度テスト基準
値設定の研究班に対し、後者のラインに関す
る提言を行った。
 
 
４）フィールドデータによるロコモとメタボ
の関連性エビデンスの蓄積
 メタボもロコモも図に示すように、背景の
病理 → 臓器単位の生理機能の障害
複合臓器によるシステムとしての生理機能
の障害 → 
ベントの発生
で共通している。実際の症例において肥満、
過度な痩せといった代謝異常と運動機能が
しばしば関連していることは旧知のことで
あるが、実際にどの階層で両者が影響を及ぼ
しあっているのかについてはいまだ体系化
はされていない。本研究ではフィールドデー
タに基づいてメタボとロコモを関連性につ
いてのエビデンスを収集した。一連の作業を
通じて、ロコモとメタボの関連性を明らかに
するとともに今後の課題を示すことを試み
た。 
 
活動量と痛み
 佐久市における人間ドックでのコホート
調査の結果から、手足の痛みや腰痛の新規発
生に対する危険因子として、歩行速度の低下
や不十分な運動習慣が同定された。また、国
立健康・栄養研究所にて実施された
を対象とした大規模介入研究において、腰痛
の発生率が高い非活発群（身体活動基準
23METs/h/week
体活動に介入することで腰痛の発生率を下
がる結果を見出している。
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に移動機能低下をとらえ注意を促すライン
と、要介護予防にむけた積極的な介入が推奨
されるハイリスク群をとらえるラインの二
つの基準が想定される。本研究班の成果とし
て日本整形外科学会のロコモ度テスト基準
値設定の研究班に対し、後者のラインに関す
る提言を行った。 

４）フィールドデータによるロコモとメタボ
の関連性エビデンスの蓄積
メタボもロコモも図に示すように、背景の

臓器単位の生理機能の障害
複合臓器によるシステムとしての生理機能

 そして生活に影響を及ぼすイ
ベントの発生 という階層を有している点
で共通している。実際の症例において肥満、
過度な痩せといった代謝異常と運動機能が
しばしば関連していることは旧知のことで
あるが、実際にどの階層で両者が影響を及ぼ
しあっているのかについてはいまだ体系化
はされていない。本研究ではフィールドデー
タに基づいてメタボとロコモを関連性につ
いてのエビデンスを収集した。一連の作業を
通じて、ロコモとメタボの関連性を明らかに
するとともに今後の課題を示すことを試み
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や不十分な運動習慣が同定された。また、国
立健康・栄養研究所にて実施された
を対象とした大規模介入研究において、腰痛
の発生率が高い非活発群（身体活動基準
23METs/h/week を満たさない）に対し、身
体活動に介入することで腰痛の発生率を下
がる結果を見出している。
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されるハイリスク群をとらえるラインの二
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しあっているのかについてはいまだ体系化
はされていない。本研究ではフィールドデー
タに基づいてメタボとロコモを関連性につ
いてのエビデンスを収集した。一連の作業を
通じて、ロコモとメタボの関連性を明らかに
するとともに今後の課題を示すことを試み

佐久市における人間ドックでのコホート
調査の結果から、手足の痛みや腰痛の新規発
生に対する危険因子として、歩行速度の低下
や不十分な運動習慣が同定された。また、国
立健康・栄養研究所にて実施された
を対象とした大規模介入研究において、腰痛
の発生率が高い非活発群（身体活動基準

を満たさない）に対し、身
体活動に介入することで腰痛の発生率を下
がる結果を見出している。 
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現時点でロコモ度テストの正式な活用方
法は日本整形外科学会から示されていない
が、方向性として図に示すように比較的早期
に移動機能低下をとらえ注意を促すライン
と、要介護予防にむけた積極的な介入が推奨
されるハイリスク群をとらえるラインの二
つの基準が想定される。本研究班の成果とし
て日本整形外科学会のロコモ度テスト基準
値設定の研究班に対し、後者のラインに関す

４）フィールドデータによるロコモとメタボ

メタボもロコモも図に示すように、背景の
臓器単位の生理機能の障害 → 

複合臓器によるシステムとしての生理機能
そして生活に影響を及ぼすイ
という階層を有している点

で共通している。実際の症例において肥満、
過度な痩せといった代謝異常と運動機能が
しばしば関連していることは旧知のことで
あるが、実際にどの階層で両者が影響を及ぼ
しあっているのかについてはいまだ体系化
はされていない。本研究ではフィールドデー
タに基づいてメタボとロコモを関連性につ
いてのエビデンスを収集した。一連の作業を
通じて、ロコモとメタボの関連性を明らかに
するとともに今後の課題を示すことを試み

佐久市における人間ドックでのコホート
調査の結果から、手足の痛みや腰痛の新規発
生に対する危険因子として、歩行速度の低下
や不十分な運動習慣が同定された。また、国
立健康・栄養研究所にて実施された 1075 名
を対象とした大規模介入研究において、腰痛
の発生率が高い非活発群（身体活動基準

を満たさない）に対し、身
体活動に介入することで腰痛の発生率を下
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 このことは適度な活動量の維持が四肢・腰
の痛みに大きな影響を及ぼすことを示唆し
ている。 
 
肥満と疼痛 
 分担研究者の松平らは労働環境現場での
765名のコホート調査から腰痛および坐骨神
経痛のなかった労働者群において、2 年間の
追跡期間内で新規に坐骨神経痛が発生する
ことの危険因子を探索した。その結果 BMI 
25 以上の肥満であることは統計的有意な危
険因子であることが明らかとなった。前述の
佐久市のコホート調査においても過去1年間
で 3kg 以上の体重増加は新規の手足の痛み
の危険因子となっており、肥満と運動器の痛
みの間には密接な因果関係があることが示
唆された。 
 
肥満の背景因子 
 こうした肥満に対し、分担研究者の樋口ら
はその背景因子を遺伝的リスクスコアと食
生活習慣の観点から解析を行った。その結果

中年男性 79 名の解析では遺伝的リスクスコ
アが高いこと（既知の肥満関連遺伝子多型 10
個の有無にて評価）が有意に内臓脂肪面積に
影響するものの、その効果は高齢男性 94 名
の中では見られなくなることを示した。逆に
高齢男性においては身体活動時間や、食生活
の要素が大きく影響していることが示され
た。このことは高齢者においては内臓脂肪量
に及ぼす遺伝的背景の影響は小さく、運動と
栄養の影響が多いことを示している。 
 
以上をまとめると図のような関係が描かれ
る。すなわち、活動量の低下は肥満と疼痛の
双方を悪化させる因子であり、同時に運動器
の疼痛はさらなる活動量低下を誘発する要
因に他ならない。メタボとロコモの全体の中
でこの関連性を見ると活動量の重要性はさ
らに明確となり、活動量低下を軸とした悪循
環がメタボとロコモの間で生じうる可能性
が本研究の結果から示された。 

 
 
 
 
 
 
 
 
Ｄ．考察 
本研究の提案する介入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 本研究はメタボとロコモを体系的にとら
え、その予防策をたてることが大きな目標で
ある。研究期間を通じて、ロコモの尺度の整

備、疼痛に対する対処法マニュアルの作成、
また痩せのほうで問題となるサルコペニア
の簡易検査法の同定など、悪循環を断つため
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の介入に関連する知見が見出された。 
 
Ｅ．結語 
 健康寿命延伸にむけてメタボとロコモの
予防は喫緊の課題である。本研究を通じてロ
コモを幅広い世代において評価する体系が
整備されたといえる。具体的には以下の点が
施策に直接的に関連するものとして達成さ
れた。 
 
１）健康を維持していくための活動量の目安
がシステマティクレビューにて示された。 
２）移動機能障害を評価するロコモの尺度が
定まった。 
３）メタボ対策の運動中に生じる運動器の痛
みに対するマニュアルが作成され、活動量の
低下を予防する対策が講じられた。 
 
また、メタボとロコモの関連をつなぐ因子と
して、活動量、肥満(痩せ)、疼痛といった主
要因子も明らかとなり、今後、メタボとロコ
モを2軸として健康をとらえていく方法が示
唆された。 
 
Ｆ．健康危険情報 
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